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はじめに
「サービス業」は、日本標準産業分類の業種一覧表

によれば、「第3次産業」のうち「卸売業・小売業」以外
の「非製造業全般」を指す1。日本の第3次産業におい
て中小企業が占める比率は、企業数全体の77.1%、従
業員数では全体のおよそ48.6%。中小企業の労働者の
約50%が第3次産業に従事している2。
サービス業以外の業種においても、ITやAIの発
展に伴ってサービス化が進んでいる（角2016、延岡
2016、増田2017、伊藤他2020）。例えば、製造業に
おける非製造部門の従業員は、直接顧客にソリュー
ションやアフターサービスなどのサービスを提供する
業務を担う。それは、経験やスキルを必要とする業
務であると同時に、「感情労働」を伴う業務でもある。
労働は、肉体労働、知識労働、感情労働に分類
され（Hochschild　1983）、肉体労働は機械に、知
識労働はITやAIにとってかわられるという（Frey & 
Osborne　2017)。今後は、知識労働と感情労働の
両方に取り組むような仕事が増加する。独創性の高
い知識労働と、感情労働のような誰かを支援するた
めに現場で即時に判断したり、創意工夫を重ねるよ
うな仕事である（高橋2013)。
感情労働は、「対面あるいは声による顧客との接
触」を通して行われるものであり、まさしく、サービ
ス産業の従業員が行っている労働である。加えて、
中小サービス業では、ITやAIの導入がままならない
部分もあり、対面での顧客接触の比重が高く、感情
労働を行うことからくる負荷が大きくなっている。

従って、感情労働を行う上での負荷について認識
し、就業環境を整えることは、従業員の定着とモチ
ベーションアップにつながり、経験・スキルの向上
に資する。中小サービス業においては、従業員の定
着率とモチベーションの向上に（「感情労働」として
の認識がないものの）「感情労働」の負荷軽減に資す
る対応を実施している企業が散見される。
サービス業以外の業種においては、非製造部門従事

者が増加するのに伴い、「感情労働」に着目し、中小サー
ビス業が実施している感情労働負担軽減策を参考に、
組織的に就業環境を整えることが期待されている。

１．中小企業の第3次産業における割合
日本の第3次産業において中小企業が占める比率

は、企業数全体の77.1%、従業員数では全体のおよ
そ48.6%。中小企業の労働者の約50%が第3次産業
に従事している状態である（図表1）。

1  経済産業省「業種分類表」
2  中小企業庁ＨＰ「中小企業のデータ」https://www.chusho.meti.go.jp/koukai/chousa/basic_data/index.html
　 総務省・経済産業省「28年経済センサス-活動調査」による

（資料）�中小企業庁ＨＰ「中小企業のデータ」https://www.chusho.meti.
go.jp/koukai/chousa/basic_data/index.html

　　　　�総務省「平成21年、26年経済センサス・基礎調査」、総務省・経
済産業省「平成24年、28年経済センサス-活動調査」再編加工

（筆者作成）

図表1　中小企業の第3次産業における割合（企業数、従業員数）
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２．感情労働とは何か
労働は、肉体労働（積極的に身体を動かし業務を
進めるもの）と知識労働（専門的な知識を活用して報
酬を得るもの）と考えられてきたところに、1980年
代になって、「感情労働」という労働が存在するとい
う主張が現れた（Hochschild　1983）。
「肉体労働」、「知識労働」、「感情労働」のうち、「肉
体労働」の多くは機械に代替されている。そして、「知
識労働」も今後は機械化・IT化により代替されてい
く(Frey & Osborne　2017)。「感情労働」は今後も
人が担う業務として残存する。ただし、その「感情
労働」も比較的単純なものと、高度なものとに分類
されていく（Gratton et al.　2016、三輪2021）。そ
して、AIが普及した後の労働市場で高く評価され
るのは、高度な創造性や提案能力等を伴う知識労働
や感情労働に限定されるという。
第3次産業で必要とされるのは、高付加価値業務
を担う人材である（高橋2013）。図表2はその業務を
個別性と専門性の2軸で表したものである。顧客に
個別に対応する頻度が高く、かつ専門性が高い高付
加価値業務（プロフェッショナルな能力）が求められ
ている。顧客に個別に対応することは、感情労働が

求められるということである。
Hochschild (1983)によれば、感情労働の特徴と

して以下の3点を挙げている。①対面あるいは声に
よる顧客との接触が不可欠である、②労働者は他人
の中に何等かの感情変化（感謝、満足等）をおこさな
ければならない、③雇用者は、研修や管理体制を通
じて労働者の感情活動を支配している。また、例と
して「客室乗務員」を挙げ、「対人サービスを行う客
室常務員は、笑顔を絶やさず、丁寧なサービスをし
なければならず、そうした気遣いが仕事となって、
会社からの管理の対象となり賃金が支払われるよう
になると、それは感情労働と呼ばれるものになる」
としている。つまり、感情労働とは、「相手に望ま
しい感情的な変化を生み出すために、労働者側が自
分自身の感情をコントロールし、適切に用いる必要
がある職業や仕事」を意味している。
また、感情労働には、「表層演技」（相手に望まし

い感情をもってもらうために自分の外見や感情を装
うもの）と、「深層演技」（自分自身の感じ方をその
仕事に適したものに変えていこうとするもの）があ
る。いずれも、それを続けていると疲労につながり、
かつ、うまくいかなかった場合に罪悪感を持ってし
まう場合もあると指摘している。

図表2　サービス業務分布図

（出所）�高橋(2013)p11を一部改変（大手のタクシー運転手を「今後増加する可能性のあるサービス業」から除外：自動運転車の導入が予想されるため）
（筆者作成）
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加えて、感情労働は、従来の労使関係のように、
雇用主に対して労働を提供するという2者間の関係
ではなく、顧客も含めた3者間の関係となっている
ため（図表3）、労働者が自発的にもしくは顧客の要
求により必要以上の感情労働を行う可能性があるこ
とも指摘されている（田村2018、李2021）。
このように、「感情労働」は労働者に感情面でのス
トレスを与えるものとなっている。

中小企業では、少数の特定の顧客のニーズに対応
することが出来る柔軟性がある一方、経営資源の制
約や取引交渉力の弱さといった問題を抱えている
（奥山2020）。取引交渉力の弱さから、感情労働の
負荷が大きくなることが推察される。

３．感情労働の負担への対応
感情労働に関する初期の研究は、ストレス解消
法、バーンアウトを回避する方法などが挙げられ
た（Hochschild　1983、 Constanti & Gibbs　2005、
Lovelock & Wirtz　2007、山本・岡嶋　2019）。
しかしその後、感情労働は、個人に何等かの心理的
負担を与える可能性が高いが、同時に仕事の成果を向
上させる可能性もある。つまり、感情労働が相手の役
に立つという満足感や達成感からモチベーションアッ
プにつながることが指摘された（Zapf ＆ Holz　2006、
野村2018、三輪2022）。そして、必ずしも給与が高
いことが高いモチベーションに結び付くわけではなく、
承認欲求が重要な要素となるという（橋本2017）。
このように、感情労働への対応は、感情労働の負
荷を取り除くための対応と、感情労働に正の効果を

与えるものに分けられる（図表4）。その中に、感情
労働の負荷を取り除くための対応として個人レベ
ル、グループレベル、組織レベルの対応があり、ま
た、正の効果を与えるものとして顧客の評価、組織
の評価（体制）がある。
このうち、感情労働の負荷を取り除くための対応

の「グループレベル」と「組織レベル」、感情労働に正
の効果を与える対応の「組織の評価（体制）」におい
て、雇用者側が取りうる対応を取り上げる。

４．具体的な対応策
（グループレベルの対応策）
組織的な対応と言うと、大掛かりな対策や、研修

プログラムの充実という形にとらわれてしまうが、
本来は当該職場で必要とされる感情労働の要求レベ
ルを職場のメンバー全員が理解することからスター
トするという試みが有効である。部署内の一人ひと
りの職員が仕事として行っている感情労働（感情コ
ントロールの負担）を、組織内でお互いに共感しな
がら、理解し合える環境や空気感を醸成することが
必要である（関谷2018、田村2018）。
具体的には、現場におけるチームの管理監督者が、

風通しのよい良好な職場環境づくりや、部下の心の
見守りとサポート等、チーム力の強化により一層尽
力することで、チーム力を高めることが大切である。

（組織レベルの対応策）
組織レベルの対応としては、社内の制度や意識の

醸成がある。
報酬以外の条件で魅力的な価値提案ができれば

高い報酬は必ずしも必要ではない（Herzberg　1966、
Lovelock & Wirtz　2007）。つまり、一流のスキル、
知識を身につけることができると認知されている場合や
海外の有名な企業、大学院等教育機関への派遣制度が

図表4　感情労働の負担への対応

（筆者作成）

図表3　労使関係と感情労働

（李（2021）に基づき筆者作成）
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ある場合などのインセンティブがある場合、低い給与
であっても、優秀な人材を集めることは可能である。
また、橋本（2017）は、就業時のミスマッチを回
避するための情報提供と、自らの業務が「価値が高
いものである」という意識を醸成することも大切で
ある、と述べている。その上で、RJP（Realistic 
Job Preview：現実的な仕事情報の事前提供）によ
り、就職希望者に対して、組織の良い情報とともに
悪い情報（例えば、業績悪化、きつい仕事）を併せて
伝え、現実を知ったうえで就職する場合の方が就職
後の定着率は高く、勤務に対する意欲も高まるとし
ている。そして、自分が従事する業務は誇りに思っ
ても良いという意識の醸成が大切であるという。

（評価体制（制度含む））
人事評価面での取組は、即「モチベーションの維
持」につながるものである。中小企業は従業員数が
少ないため、細かな評価規定が無くても、上司・管
理職が日頃から関与することにより、（評価者毎の
ばらつきがなく）公平性が保たれる。また、日頃か
ら上司が従業員に関与していれば、従業員と上司の
間で評価に対する見解の不一致が発生しにくい。
また、社内制度として、現場への一定の裁量権の
付与も有効である。いずれも、顧客対応現場で顧客
から感謝等の肯定的反応を受ける頻度が高くなり、
喜びややりがい、達成感を覚えるようになるためで
ある。ただし、この場合でも、裁量権がいわゆる丸

投げにならないように裁量の基準を明確にし、効果
的に機能するような管理・支援体制、つまり上司・
管理職の関与が求められる。

５．�サービス業以外の業種におけ
るサービス化

これまでサービス業における感情労働への対応を
みてきた。サービス業以外の業種においても、サー
ビス化が進んでいる。サービス化とは、顧客が代金
を支払う対象が、「モノ」から「サービス」に変わるこ
とである（増田2017）。
例えば製造業は、製造した商品を売るのではなく、

その商品が提供する価値（サービス）を提供すること
で対価を得る（延岡2016）。サービス化が進むこと
により、製造業の従業員は製造部門から非製造部門
に配置される比率が高まっている（伊藤他2020）。
したがって、これまで見てきた感情労働への対応

は、サービス業に限ったことではなく、その他の産
業にも必要とされ、その重要度は高まっていくもの
と考えられる。

おわりに
あらためて、世の中の労働を肉体労働、知識労働、
感情労働に分けて考える。現在を肉体労働も知識労働
も感情労働も、同じ大きさの円と考えてみる。そして

（図表5）　肉体労働、知識労働、感情労働の比率のイメージ

（筆者作成）
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今後、肉体労働は機械にとって代わられ、知識労働に
は高度な知識を必要とするものが少し増えるとすると、
図表5のように変化すると考えられる。いずれにせよ、
肉体労働が全くなくなるということはないと思料する
が、機械化により肉体労働を人間が行うという部分は
減少していく。一方で、サービス産業は増加し、感情
労働を行う範囲は増加すると思われる。
サービス業以外でも、サービスを提供する部門（非
製造部門など）が増加傾向にあるため、これからも
感情労働を行う場面は増加していく。
経営者においては、感情労働がどのようなものか
を認識し、感情労働に従事する従業員の負担を軽減
するための対応が望まれる。
感情労働の初期の研究においては、感情労働を行
うことが従業員のストレスになるため、個人的なス
トレス解消法や、現在のストレスチェックなどの対
応整備がなされてきた。しかしながら、感情労働の
負荷を軽減するためには、現場のグループ内で感情
労働を行ったことによる負荷を正しく認識し、お互

いに理解しあい、フォローするしくみが必要である。
また、組織の体制として、感情労働を行うことに

よる「正の効果」を導くための評価体制や従業員への
権限の委譲なども有効である。
中小サービス業においては、現場での感情労働の

「負の側面」から来る負荷軽減に向けた上司の対応を
含めた仕組みが形成されている企業もある。また、
「正の効果」をもたらすような評価体制や従業員の意
見を取り入れる体制をとっている企業もある。もち
ろん、そこには上司（経営者含む）の日頃からの従業
員への接し方や距離の近さがあった。
特に、評価については、中小企業という規模が、

上司による一人ひとりの従業員への関与を可能とし
ている。
今後、サービスを提供する部門を持つ企業におい

ては、「感情労働」をキーワードとして、社内体制、
特に上司による一人ひとりの従業員への関与を重要
視した組織運営がなされることを期待したい。
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